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分析の概要 
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 大震災以降，電力をとりまく環境が大きく変化している。石油・ガスを中心とした化石燃料発電の依存
が続いており、電気料金の値上げが進んでいる。既に実施された電気料金値上げにおいては、一部
の原発の再稼働を前提としたものであったが、原発の再稼働が遅れているため、更なる電気料金値
上げが不可避な状況となってきている。また、震災以降、化石燃料に関する燃料費調整制度による調
整額も大きくなっている。さらに、固定価格買取制度(FIT)の賦課金による電気料金値上げ幅も、今後
大きくなることが見込まれている。 

 
 2013年6月および2014年9月にRITEで推計し公表した分析は、原発停止による化石燃料への代替の

影響にのみ焦点を当てたものであったが、今回の分析においては、電気料金値上げ全体の影響を把
握するため、 2014年12月までに実施済みの電気料金値上げを適用し、製造業に関して、原発停止に
よる化石燃料への代替の影響だけではなく、化石燃料の燃料費調整制度による調整額やFIT賦課金
の影響についても分析した。また、FIT賦課金については、認可設備が全て稼働した場合には更なる
料金値上げが見込まれ、その場合の影響についても分析した。 
 

 これらの分析結果からは、電気料金値上げによる製造業への影響は大きく、とりわけ電力多消費産
業など一部の業種には極めて深刻な影響が推計された。また都道府県別の差異も大きく、一部の県
では特に大きな影響が予想された。特に、原発再稼働が無い場合に予想される電気料金値上げのも
とでは、大きな影響が予想された。また、 FIT 賦課金については、現在稼働開始分のみを考慮すると、
その影響はその他の値上げ要因に比べると相対的に小さいが、FIT認可設備が全て稼働した場合に
おいては、非常に深刻な影響が推計された。 
 

 雇用への影響等がより深刻化しないように、原発の安全審査を速やかに進め、安全が確認された原
発は速やかに稼働するよう早急な対応が求められる。また、今後の負担増加が見込まれるFITについ
ても、負担軽減のための早急な対応が求められる。 
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１. 分析の背景と目的  
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 これまでに報告されている、電気料金値上げに関する企業へのアンケート結果(*)によると、多く

の企業では事業への深刻な影響があったとされる。実際の企業では、電気料金の値上げ分を、
製品価格へ転嫁することは難しく、雇用や人件費の削減といった方策が既に実施されてきた。も
し更なる値上げが実施された場合には、より大きな影響が予想される。 

 既に実施された電気料金値上げにおいては、一部の原発の再稼働を前提としたものであったが、
原発の再稼働が遅れているため、更なる電気料金値上げが不可避な状況となってきている。ま
た、震災以降、原発停止のために増加した化石燃料に関する燃料費調整制度の調整額も大きく
なっている。さらに、固定価格買取制度(FIT)の賦課金による電気料金値上げ幅も、今後大きくな
ることが見込まれている。 

 
 
 

 これまでの分析結果(2013年6月,2014年9月)の更新版として、最新(2014年12月現在)

の電気料金値上げ幅への更新に加えて、これまでの分析では対象外であった、燃料
費調整制度及びFIT (現在稼働開始分)賦課金による値上げも含め、各製造業への影
響を分析した。[分析１] 

次に、原発の再稼働が遅れた場合にはより大きな料金上昇が予想されるため、原発
再稼働が無い場合の料金値上げを推計し、その時の製造業への影響について分析し
た。 [分析２] 

 また、FIT賦課金については、現在認可された設備がすべて稼働した時には更なる料
金値上げが予想され、それらの料金のもとでの影響についても調査した。[分析３] 
 

*:日本商工会議所(2014、2015)や大阪商工会議所(2013)等。 



2.1 分析方法の概要*  
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 生産における電力使用状況は、電力の消費原単位や産業構造の特徴によって、地
域や部門によって大きく異なる。そのため、電気料金の値上げの産業影響を把握す
るためには、全国や製造業合計のような平均値を用いた分析だけでは影響の大きさ
を把握しづらく、地域や部門を詳細に検討することが重要である。 
 

 そこで、産業別の経済活動データ(生産額や電力使用額、給与額など)として、公開さ
れている工業統計(H22年(暦年);震災前)を利用した。 

 分析対象：都道府県別、産業別(従業者数4人以上の事業所の細分類(約540産業))。 

 各産業の電力消費額に対して、想定した電気料金値上げ率を用いて、値上げによる
電気代増分額を評価した(詳細については[付録2]参照)。 

 
 

 本分析では、FIT賦課金の減免制度は適用しない場合の影響を評価。 

 本分析では、電力料金の値上げによる各産業への直接効果のみを評価した。よって、
電力料金の上昇による、省電力効果や産業構造変化、所得低下に伴う消費減少等
の波及効果などを考慮していない点に留意されたい。 

 
 
 

*：分析方法は、2013年6月および2014年9月に公表した推計において用いた方法と同じである。 



低位推計 高位推計

ケース① ○ ○ ○

ケース② ○ ○ ○

ケース③ ○ ○ ○

ケース④ ○ ○ ○

ケース⑤ ○ ○ ○

ケース⑥ ○ ○ ○

FIT賦課金

現在運転開始
分のみ
を想定

(全国一律
+0.75円/kWh)

全ての認可設
備の運転
を想定

(全国一律
+3.12円/kWh)

原発ゼロ想定時の値上げ

原発停止伴う
火力発電への代替による

料金値上げ
(燃調・FIT以外の要因）

震災以降に各電力会社
が実施した料金値上げ

燃料費調整制度
による調整額

2.2 分析のケース想定 

ここでは、全ての製造業が自由化部門に属すると想定して、分析を実施した。 
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*    各電力会社の電気料金の値上げは、一部の原発の再稼働が前提となった料金である。各電力会社の電気料金の値上げは、計算
諸元となる料金改定後の電源構成比や基準となる燃料単価などが異なるため（改定時期が異なることに起因）値上げ額が異なる。 
**  低位推計と高位推計は、燃料費のうち原子力による発電電力量相当分に関して、原子力燃料費単価を、それぞれ各社火力平均

燃料費単価（石炭火力含む。各社で燃料構成が異なるため各社で火力平均燃料単価は異なる。）と、石油・ＬＮＧ平均燃料費単価
（各社で一律）に置き換えて想定した試算である。 

***  2011年2月～2014年12月までの調整額を想定した。原子力ゼロ想定時の燃調費は、原子力ゼロによる各社火力の燃料の熱量構
成比や燃料消費数量を推計し、それらに対応した燃料費調整費として試算した。 

**** 文献[1]により想定。 

* 
** ** 

**** 

文献[1]:資源エネルギー庁, 直近の認定量が全て運転開始した場合の賦課金等について(新エネルギー小委員会第4回配布資料),  
                http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/shin_ene/pdf/004_08_00.pdf 

**** 

*** 

[分析1] 

[分析2] 

[分析3] 



震災以降
に実施さ
れた値上
げ

実施時期 燃調分 FIT賦課金

原発ゼロ想
定時の値
上げ

(低位推計)

燃調分 FIT賦課金

原発ゼロ想
定時の値
上げ

(高位推計)

燃調分 FIT賦課金

北海道電力 54.5% 33.6% 2014年11月～ 15.7% 5.2% 57.9% 36.4% 16.3% 61.2% 39.0% 17.0%

東北電力 35.9% 15.2% 2013年9月～ 15.4% 5.3% 37.8% 17.2% 15.4% 39.1% 18.3% 15.4%

東京電力 45.7% 14.9%
規制部門：2012年9月～

自由化部門：2012年4月～
25.8% 5.0% 52.0% 20.2% 26.8% 54.8% 22.7% 27.1%

中部電力 20.5% 7.2%
規制部門：2014年5月～

自由化部門：2014年4月～ 8.5% 4.7% 22.7% 9.5% 8.5% 24.0% 10.2% 9.1%

北陸電力 15.6% - - 8.6% 7.0% 15.6% - 8.6% 15.6% - 8.6%

関西電力 34.8% 17.3%
規制部門：2013年5月～

自由化部門：2013年4月～ 11.9% 5.6% 49.6% 31.2% 12.9% 57.0% 37.3% 14.1%

中国電力 23.5% - - 17.9% 5.6% 23.5% - 17.9% 23.5% - 17.9%

四国電力 28.6% 14.7%
規制部門：2013年9月～

自由化部門：2013年7月～ 8.1% 5.7% 39.5% 25.7% 8.1% 51.0% 35.4% 9.8%

九州電力 32.2% 11.9%
規制部門：2013年5月～

自由化部門：2013年4月～ 14.5% 5.8% 50.7% 29.6% 15.3% 65.2% 40.3% 19.2%

沖縄電力 22.6% - - 17.9% 4.8% 22.6% - 17.9% 22.6% - 17.9%

ケース③

原発ゼロ想定時の値上げ(高位推計)
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(現在稼働開始分のみ)

ケース①
と同じ

ケース①
と同じ

震災以降に実施された料金値上げ
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(現在稼働開始分のみ)

ケース① ケース②

原発ゼロ想定時の値上げ(低位推計)
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(現在稼働開始分のみ)

2.3 分析の前提条件：想定した電気料金の値上げ幅(1) 
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自由化部門における想定した電気料金の値上げ幅(震災前比%) 



2.3 分析の前提条件：想定した電気料金の値上げ幅(2) 
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自由化部門における想定した電気料金の値上げ幅(震災前比%) 

震災以降
に実施さ
れた値上
げ

燃調分 FIT賦課金

原発ゼロ想
定時の値
上げ

(低位推計)

燃調分 FIT賦課金

原発ゼロ想
定時の値
上げ

(高位推計)

燃調分 FIT賦課金

北海道電力 70.8% 21.5% 74.2% 77.5%

東北電力 52.7% 22.1% 54.6% 55.8%

東京電力 61.5% 20.7% 67.7% 70.6%

中部電力 35.4% 19.6% 37.6% 38.9%

北陸電力 37.8% 29.2% 37.8% 37.8%

関西電力 52.6% 23.4% 67.4% 74.7%

中国電力 41.2% 23.3% 41.2% 41.2%

四国電力 46.6% 23.8% 57.6% 69.1%

九州電力 50.5% 24.1% 69.1% 83.5%

沖縄電力 37.7% 19.8% 37.7% 37.7%

ケース④と
同じ

ケース④と
同じ

ケース①
と同じ

ケース②と
同じ

ケース③と
同じ

ケース①
と同じ

ケース②
と同じ

ケース③
と同じ

ケース④ ケース⑤ ケース⑥

震災以降に実施された料金値上げ
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(認可設備の全稼働想定)

原発ゼロ想定時の値上げ(低位推計)
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(認可設備の全稼働想定)

原発ゼロ想定時の値上げ(高位推計)
+燃料費調整制度(燃調)による調整額
+FIT賦課金(認可設備の全稼働想定)
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ケース①： 
既に実施された各電力会社の値上げ幅(2014年12月現在) 
＋燃料費調整制度による調整額 
＋現在運転開始分のみを想定したFIT賦課金(全国一律+0.75円/kWh) 

①認可料金 
 ＋燃調 
 ＋FIT(現稼働開始分のみ) 

日本全国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約15.2万円と推計され
る。このうち、既に実施された各電力会社の値上げ幅(燃調・FIT分は含まず)による増分額は約5.5万円、燃
調とFIT(現稼働開始分)による増分額はそれぞれ約7.3万円、約2.4万円と推計される。(注) 
全製造業の年間電気代増分額は、日本全体では年間約1.17兆円(火力発電への代替による分：0.42兆
円、燃調分：0.56兆円、FIT分：0.18兆円)と推計され、これは製造業における約27.4万人分の給与に相当す
る。(注) 

＜都道府県別の一人当たり年間電気代増分額＞電力多消費産業が集積する都道府県の影響は相対
的に大きい。千葉：約40.8万円、和歌山：約23.2万円、大分：約20.9万円。 

 

3.1 [分析1]：燃料費調整制度・FIT(現在稼働開始分)を含む、 
         電気料金値上げによる影響(1) 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・都道府県別[製造業平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

注： 

仮に電気代増分すべてが給与額で調整さ
れるとすれば、年間一人当たり約15.2万円

の給与が削減されることを、またすべてが
雇用者数で調整されるとすれば、約27.4万
人分の雇用が喪失することを意味する。 
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全製造業の 
中分類区分(24)における
産業別影響 

細分類区分に基づく 
上位10産業の影響 

ケース① 
認可料金＋燃調＋FIT(現稼働開始分のみ) 
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図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・産業別[全国平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞ 
電力多消費産業の影響は、製造業平均と比べ、非常に大きい。 
圧縮ガス・液化ガス製造：約619万円、鉄鋼(製鋼)：約203万円、セメント製造：約197万円。 
 

3.1 [分析1]：燃料費調整制度・FIT(現在稼働開始分)を含む、 
         電気料金値上げによる影響(2) 
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製造業平均: 15.2

* 
*鉄鋼業(製鋼)は鉄鋼業に属す
る上流工程の産業を表す。 
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ケース②、③： 
原発再稼働が見込めない場合の推計値上げ(低位、高位推計) 
＋燃料費調整制度による調整額 
＋現在運転開始分のみを想定したFIT賦課金(全国一律+0.75円/kWh) 

②原発ゼロ低位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(現稼働開始分のみ) 

③原発ゼロ高位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(現稼働開始分のみ) 

日本全国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約18.3～20.1万円と推
計される。このうち、原発ゼロ想定による値上げ幅(燃調・FIT分は含まず)による増分額は約8.3～9.8万円、
燃調とFIT(現稼働開始分)による増分額はそれぞれ約7.5～7.9万円、約2.4万円と推計される。原発再稼働
が見込めないことによる追加的な増分額 (ケース①との差)は、約3.1～4.9万円と推計される。 

 
全製造業の年間電気代増分額は、日本全体で年間約1.40～1.54兆円(火力発電への代替による分：
0.64～0.75兆円、燃調： 0.58～0.61兆円、FIT分：0.18兆円)に相当し、これは製造業における約32.9～36.1
万人分の給与に相当する。 

 
 
 

3.2 [分析２]：原発再稼働が見込めない場合の影響 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・都道府県別[製造業平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

＜都道府県別＞一人当り年間電気代増分額 

千葉：約46.4～48.9万円、 
和歌山：約33.1～38.0万円、 
大分：約32.9～42.3万円。 
 
＜産業別＞一人当り年間電気代増分額 

圧縮ガス・液化ガス製造：約755～832万円、 
鉄鋼(製鋼)：約246～272万円、 
セメント製造：約238～269万円。 
(詳細は付録４参照。) 

 



日本全国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約23.0万円と推計される。
ケース①の増分額に加えて、現在認可された設備が全て稼働した時に生じる追加的なFIT賦課金により、
ケース①から約7.7万円増加する。 

 
全製造業の年間電気代増分額は、日本全体では年間約1.76兆円(現在認可された設備が全て稼働した
時に生じる追加的なFIT賦課金により、0.59兆円増加(ケース①との差))と推計され、これは製造業における
約41.2万人分の給与に相当する。 

 
＜都道府県別＞一人当り年間電気代増分額 

千葉：約54.8万円、和歌山：約35.1万円、大分：約32.8万円。 
 

＜産業別＞一人当り年間電気代増分額 

圧縮ガス・液化ガス製造：約904万円、 
鉄鋼(製鋼)：約306万円、セメント製造：約296万円。 
(詳細は付録５参照。) 
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3.3 [分析3]： FIT(認可設備の全稼働想定)による今後の更なる影響（１） 

ケース④ 
既に実施された各電力会社の値上げ幅(2014年12月現在) 
＋燃料費調整制度による調整額 
＋現在認可された設備が全て稼働した時のFIT賦課金(全国一律+3.12円/kWh) 

④認可料金 
 ＋燃調 
 ＋FIT(認可設備全運転想定) 

図：製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 



 
日本全国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約26.0～27.9万円と推計
される。原発再稼働が見込めないことによる追加的な増分額(ケース④との差)は、約3.1～4.9万円。また、
FIT認可設備の全運転想定により、追加的に約7.7万円増加する(ケース②、③との差)。 

 
日本全体の全製造業の増分額は年間約2.00～2.13兆円と推計される(火力発電への代替による分：0.64
～0.75兆円、燃調分：0.58～0.61兆円、FIT(現在稼働開始分のみ)：0.18兆円、FIT(認可設備の全稼働想定
による追加分)：0.59兆円) 。これは、製造業の約46.8～50.0万人分の給与に相当する。 

 
 

＜都道府県別＞ 
    一人当り年間電気代増分額 

千葉：約60.5～63.5万円、 
和歌山：約45.0～49.9万円、 
大分：約44.8～54.2万円。 
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⑤原発ゼロ低位想定 
 ＋燃調 
   ＋FIT(認可設備の全稼働想定) 

⑥原発ゼロ高位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(認可設備の全稼働想定) 

図：製造業従業員一人当たりの年間 
      電気代増分額 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

ケース⑤、⑥ 
原発再稼働が見込めない場合の推計値上げ(低位、高位推計) 
＋燃料費調整制度による調整額 
＋現在認可された設備が全て稼働した時のFIT賦課金(全国一律+3.12円/kWh) 

3.3 [分析3]： FIT(認可設備の全稼働想定)による今後の更なる影響（2） 
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細分類区分に基づく上位10産
業の影響 

ケース⑤ 
原発ゼロ低位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(認可設備 

   の全稼働想定) 

ケース⑥ 
原発ゼロ高位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(認可設備 

   の全稼働想定) 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・産業別[全国平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞ 
圧縮ガス・液化ガス製造：約1039～1117万円、鉄鋼(製鋼)：約349～374万円、セメント製造：約337～367万
円。 

全製造業の中分類区分における産業別影響 

3.3 [分析3]： FIT(認可設備の全稼働想定)による今後の更なる影響（3） 
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[分析1]～[分析3]の結果一覧 

低位推計 高位推計

ケース① ○ ○ ○ 15.2 27.4

ケース② ○ ○ ○ 18.3 32.9

ケース③ ○ ○ ○ 20.1 36.1

ケース④ ○ ○ ○ 23.0 41.2

ケース⑤ ○ ○ ○ 26.0 46.8

ケース⑥ ○ ○ ○ 27.9 50.0

前提条件

電気代増分(震災前比)が、

分析結果(全国計・製造業計)

すべて給与額で調整される場合の
一人当たりの年給与削減額

(万円/人/年）

すべて雇用者数で調整される場合の
雇用の喪失数
(万人/年）

原発停止伴う
火力発電への代替による

料金値上げ
(燃調・FIT以外の要因）

燃料費調整
制度による
調整額

FIT賦課金

震災以降に
実施された
料金値上げ

原発ゼロ想定時の値上げ 現在運転開始
分のみ
を想定

全ての認可設
備の運転
を想定
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3.4 値上げ要因別の一人当たり増分額の比較：日本全体 

原発停止に伴う火力発電代替による(燃調・FIT以外の)料金値上げは、現在の認可料金では一人当た
り増分額(全国・製造業平均)が約5.5万円(震災前比)であるが(ケース①)、原発再稼働が見込めない場合
には約8.3～9.8万円と大きく増加し(ケース②、③) 、製造業へ与える影響は大きくなる。 

 
燃調による値上げの影響も相応に大きく、一人当たり増分額が約7.3～7.9万円と推計される。燃調に
よる影響が、原子力比率低下によって振幅が大きくなっている。 

 
 FIT賦課金による影響に関して、現在運転開始分による影響は一人当たり増分額が約2.4万円と他の
要因よりも小さいものの(ケース①～③) 、現在認可された設備が全て稼働すると仮定すると、一人当たり
増分額が追加的に約7.7万円大きくなり、更なる大きな影響が予想される(ケース④～⑥)。 
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千葉 

大分 

和歌山 

最も影響が大きい千葉(東京電力管
内)では、ケース①において、製造業

では既に大幅な影響を受けていると
推計される。再稼働が無い場合には、
その影響が徐々に増加することが予
想される(ケース②、③)。 
 

震災前に原発比率が大きかったエリ
アに属する大分(九州電力管内)や和
歌山(関西電力管内)では、一部の原

発再稼働が見込まれているケース①
に比べ、再稼働無しのケース②、③
では製造業への影響が大幅に増加
することが予想される。 
 

いずれの都道府県も、FIT認可設備が

全稼働した場合には、その賦課金に
より、更なる大きな影響を受けること
が予想される(ケース④～⑥)。 

3.4 値上げ要因別の一人当たり増分額の比較： 
   製造業への影響の大きい都道府県(千葉、大分、和歌山) 
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付録 



[付録1] 主要な都道府県の産業構造 
       (従業者数4人以上の事業所) 19 

都道府県別・産業別の生産額シェア 
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ェ
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32 その他の製造業

31 輸送用機械器具製造業

30 情報通信機械器具製造業

29 電気機械器具製造業

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

27 業務用機械器具製造業

26 生産用機械器具製造業

25 はん用機械器具製造業

24 金属製品製造業

23 非鉄金属製造業

22 鉄鋼業

21 窯業・土石製品製造業

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

19 ゴム製品製造業

18 プラスチック製品製造業

17 石油製品・石炭製品製造業

16 化学工業

15 印刷・同関連業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業

13 家具・装備品製造業

12 木材・木製品製造業（家具を除く）

11 繊維工業

10 飲料・たばこ・飼料製造業

09 食料品製造業

化学工業化学工業
化学工業

鉄鋼

非鉄

輸送機械輸送機械

石油製品

機械

鉄鋼

印刷
化学工業

鉄鋼

石油製品
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(1)工業統計(産業編) 
 (全国計のみ;  

産業細分類(約540)) 
電力使用消費額(自家発除く)、 
生産額、付加価値額など。 

(2)工業統計(細分類編)*3 
 (全国計～都道府県;  
産業細分類(約540)) 

従業員数、現金給与額、 
生産額、付加価値額など。 

生産額当たり電力
使用額*2 

(全国平均、産業細
分類) 

電力使用額の推計*1 
(都道府県、産業細分

類) 

電力使用額増分の推計 
(都道府県、産業細分類) 

電気料金値上げ 
(+XX%) 

従業員1人当たり(または給与当たり)の 
電力使用額増分の推計 
(都道府県、産業細分類) 

[付録２] 分析のフレームワーク* 

*1 産業別の生産額当たり電力使用額(全国平均値)を、各地域の対応する産業に適用。 
*2 原単位について：生産額当たり電力使用額(原単位)は、産業別(細分類)の全国平均を利用(ただし、従業者30人以上の事業所の平均値)。また、
全国集計レベルにおいても産業規模が小さく、原単位算出のためのデータが非公開である産業(約40産業)は、電気料金値上げの影響は受けないと
想定。 
*3 生産額・現金給与額について：従業者数4人以上の都道府県データを利用。都道府県別の産業別 (細分類)のデータが非公開である項目につい
ては、都道府県別の産業別(細分類)の従業者数(すべて公開)と、全国平均・産業別(細分類)の従業者数当たりの生産額・現金給与額を用いて、それ
ぞれ推計した。 

生産額 

従業員数 

20 

HPで公開されている2種類の工業統計(産業編、細分類編)を利用し、電気料金値上げによ
る製造業への影響を、都道府県別・産業細分類(約540分類)のレベルで評価した。 
 

*：分析方法は、2013年6月および2014年9月推計と同じである。 



[付録３] 資源エネルギー庁によるFIT賦課金の推計 
21 

資源エネルギー庁, 直近の認定量が全て運転開始した場合の賦課金等について(新エネルギー小委員会第4回配布資料),  
                http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/shin_ene/pdf/004_08_00.pdf、2004 



ケース③ 
原発ゼロ高位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(現稼働開始分のみ) 
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細分類区分に基づく上位10産
業の影響 

ケース② 
原発ゼロ低位想定 
 ＋燃調 
 ＋FIT(現稼働開始分のみ) 

[付録４]: [分析２]原発再稼働が見込めない場合の産業別影響 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・産業別[全国平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

ケース②、③ 
＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞ 
圧縮ガス・液化ガス製造：約755～832万円、鉄鋼(製鋼)：約246～272万円、セメント製造：約238～269万円。 
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ケース④ 
認可料金 
 ＋燃調 
 ＋FIT(認可設備の全稼働想定) 

0
20
40
60
80

100
120
140
160

鉄
鋼

石
油
製
品
・
石
炭
製
品

化
学

非
鉄
金
属

窯
業
・
土
石
製
品

飲
料
・
た
ば
こ
・
飼
料

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

電
子
部
品

ゴ
ム
製
品

木
材
・
木
製
品

金
属
製
品

輸
送
用
機
械
器
具

印
刷

食
料
品

は
ん
用
機
械
器
具

繊
維

業
務
用
機
械
器
具

生
産
用
機
械
器
具

電
気
機
械
器
具

情
報
通
信
機
械
器
具

そ
の
他
の
製
造
業

家
具
・
装
備
品

な
め
し
革
・
同
製
品
・
毛
皮

従
業
員
一
人
当
た
り
の
電
気
代
増
分
額

(万
円

/人
/年

)

製造業平均：23.0

904 

561 

396 389 367 
306 296 293 

167 156 

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1000

圧
縮
ガ
ス
・
液
化
ガ
ス
製
造
業

亜
鉛
第
１
次
製
錬
・
精
製
業

窒
素
質
・
り
ん
酸
質
肥
料
製
造
業

銅
第
１
次
製
錬
・
精
製
業

ソ
ー
ダ
工
業

鉄
鋼
業

(製
鋼

)

セ
メ
ン
ト
製
造
業

炭
素
質
電
極
製
造
業

脂
肪
族
系
中
間
物
製
造
業

ガ
ラ
ス
製
加
工
素
材
製
造
業

従
業
者
数

1
人
当
た
り
の
電
気
代
増
分
額

(万
円

/人
/年

)

製造業平均

全製造業の 

中分類区分における産
業別影響 

細分類区分に基づく 
上位10産業の影響 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・産業別[全国平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞ 
圧縮ガス・液化ガス製造：約904万円、鉄鋼(製鋼)：約306万円、セメント
製造：約296万円。 

 

[付録５]: [分析3] FIT(認可設備の全稼働想定)による産業別影響 



24 

[付録６]：ケース別の都道府県別・従業員一人当たり年間電気代増分額 

製造業・従業員一人当たり年間電気代増分額(万円/人/年)[製造業平均] 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥

北海道 26.1 27.8 29.4 34.0 35.6 37.2
青森 16.0 16.9 17.4 23.5 24.4 24.9
岩手 10.3 10.9 11.2 15.1 15.7 16.0
宮城 14.6 15.3 15.8 21.4 22.1 22.6
秋田 11.2 11.8 12.2 16.5 17.1 17.4
山形 10.1 10.6 11.0 14.8 15.4 15.7
福島 15.4 16.2 16.7 22.5 23.4 23.9
茨城 28.1 31.9 33.7 37.8 41.6 43.4
栃木 19.9 22.7 23.9 26.8 29.5 30.8
群馬 21.6 24.5 25.9 29.0 32.0 33.3
埼玉 15.8 17.9 18.9 21.2 23.4 24.3
千葉 40.8 46.4 48.9 54.8 60.5 63.0
東京 12.4 14.1 14.9 16.7 18.4 19.1
神奈川 21.4 24.3 25.6 28.7 31.7 33.0
新潟 12.1 12.8 13.2 17.8 18.5 18.9
富山 7.1 7.1 7.1 17.3 17.3 17.3
石川 5.2 5.2 5.2 12.6 12.6 12.6
福井 6.7 6.7 6.7 16.2 16.2 16.2
山梨 15.9 18.1 19.1 21.4 23.6 24.6
長野 6.7 7.4 7.8 11.5 12.2 12.7
岐阜 7.3 8.1 8.5 12.6 13.4 13.8
静岡 8.2 9.1 9.6 14.1 15.0 15.6
愛知 10.0 11.1 11.7 17.3 18.4 19.0
三重 13.2 14.7 15.5 22.9 24.4 25.2

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥

滋賀 20.4 29.1 33.4 30.8 39.5 43.8
京都 12.3 17.5 20.1 18.5 23.7 26.3
大阪 14.7 21.0 24.1 22.2 28.5 31.6
兵庫 18.6 26.5 30.4 28.1 36.0 39.9
奈良 14.7 21.0 24.1 22.2 28.5 31.6
和歌山 23.2 33.1 38.0 35.1 45.0 49.9
鳥取 9.1 9.1 9.1 15.9 15.9 15.9
島根 10.8 10.8 10.8 18.9 18.9 18.9
岡山 16.8 16.8 16.8 29.4 29.4 29.4
広島 12.7 12.7 12.7 22.2 22.2 22.2
山口 22.8 22.8 22.8 40.0 40.0 40.0
徳島 14.7 20.3 26.2 24.0 29.6 35.5
香川 11.7 16.2 20.9 19.1 23.6 28.3
愛媛 16.3 22.6 29.2 26.7 32.9 39.5
高知 13.0 17.9 23.1 21.2 26.1 31.3
福岡 17.7 27.8 35.8 27.7 37.9 45.8
佐賀 12.9 20.3 26.1 20.3 27.7 33.5
長崎 8.7 13.6 17.5 13.6 18.6 22.4
熊本 9.4 14.8 19.1 14.8 20.2 24.4
大分 20.9 32.9 42.3 32.8 44.8 54.2
宮崎 10.9 17.2 22.1 17.1 23.4 28.3
鹿児島 10.6 16.7 21.5 16.6 22.7 27.5
沖縄 7.8 7.8 7.8 13.0 13.0 13.0

全国平均 15.2 18.3 20.1 23.0 26.0 27.9
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[付録７]：主要な電力多消費産業への影響 
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出典：http://www.jcci.or.jp/260612_energykyuujyou.pdf 

<参考>電力多消費産業の実情(経団連他(2014)) 

注：黒点線は、各ケースの製造業平均を表す。 

主要な電力多消費産業におけるケース別の従業員一人当たり電気代増分額 

 経団連(2014)で業界団体の電気料金値上げに

よる実情報告で述べられているように、鉄鋼業
や非鉄金属業などの主要な電力多消費産業は、
製造業平均に比べ、電気代増分額は非常に大
きく、電気料金値上げによる影響が深刻である
と推計された。 
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B 原発ゼロ低位想定 
  （燃調・FIT賦課金除く。） 

C 原発ゼロ高位想定 
  （燃調・FIT賦課金除く。） 

 既に実施された各電力会社の値上げ幅(2014年12月現在)(燃調・FIT賦課金を含まず)に基づくと(ケースA)、日本全
国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代増分額(震災前比)は、約5.5万円と推計される。全製造業の増分額は、
日本全体では年間約0.42兆円に相当し、これは製造業における約9.9万人分の給与に相当する。 

＜都道府県別一人当たり年間電気代増分額＞北海道：約16.1万円、千葉：約13.3万円、和歌山：約11.5万円。 
＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞圧縮ガス・液化ガス製造：約231万円、セメント製造：約69万円、鉄鋼(製鋼)：約68万円。 

 
 さらに、原発再稼働が見込めない場合には(ケースB、C) 、日本全国平均の製造業従業員一人当たりの年間電気代
増分額(震災前比)は、約8.3～9.8万円と推計される。（日本全体の全製造業の増分額は年間約0.63～0.75兆円。約15.0
～17.6万人分の給与に相当。） 

＜都道府県別一人当たり年間電気代増分額＞千葉：約18.1～20.3万円、和歌山：約20.8～24.9万円、大分：約19.2～26.1万円。  
＜産業別一人当たり年間電気代増分額＞圧縮ガス・液化ガス製造：約355～418万円、セメント製造約109～131万円、鉄鋼(製
鋼)：約108～128万円。 

 

[付録7]：燃調・FIT賦課金を除いた、 
               原発停止による化石燃料代替による料金値上げの影響* 

A 認可料金 
 （燃調・FIT賦課金除く。） 

図：従業員一人当たりの年間電気代増分額・都道府県別[製造業平均] 
   (単位：万円/人/年、震災前比) 

*：前回の分析(2014年9月実施)から、 2014年12月の北海道電力の値上げ実施を新たに反映し、分析した。 


